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「非上場株式の取引制度等に関するﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ」
報告書 概要【株式投資型クラウドファンディング】

１．本協会の会員（証券会社及び第一種少額電子募集取扱業者）が行う株式投資型

クラウドファンディングにおける投資勧誘を、非上場株式に係る投資勧誘禁止の

例外として認める。

２．第一種少額電子募集取扱業者に対しても、基本的に、通常の証券会社に適用さ

れる、現在の自主規制を適用。

３．証券会社が行う株式投資型クラウドファンディングも、第一種少額電子募集取扱

業者と同様に、「少額」のものに限定するとともに、電話及び対面等インターネット

以外の勧誘手法と併用しない。

４．上記２．に加えて、株式投資型クラウドファンディングに係る自主規制を策定。

 銘柄選定、投資者におけるリスク認識の確認、ウェブサイト上での投資者に

対する情報提供、業務管理体制の整備等

５．株式投資型クラウドファンディングに係る自主規制の詳細な内容は、法令上の規

制の全貌が明らかとなった後に検討。

６．関係法令の施行（平成26年５月30日から１年以内）に合わせて、株式投資型クラ

ウドファンディングに係る制度導入。
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「非上場株式の取引制度等に関するﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ」
報告書 概要【投資グループ】

１．証券会社による非上場株式の取引制度は、グリーンシート銘柄制度及びフェニック

ス銘柄制度から、発行者の関係者、取引意向のある者、株主優待を期待する者等

により構成される「投資グループ」の制度へ。

２．証券会社が非上場株式の銘柄ごとに組成する「投資グループ」に加入する投資者

に限り、当該非上場株式の投資勧誘を認める。

 加入・脱退とも、投資者からの自己申告（申出）による。

 加入していない者に対する加入の勧誘は行わない。

３．金融商品取引法上のインサイダー取引規制は適用されない。

 適時開示（タイムリー・ディスクロージャー）を不要に。

４．投資グループに加入する投資者からの請求に応じて、金融商品取引法又は会社

法により発行者が作成する書類を提供。

５．投資グループに係る自主規制

 投資者におけるリスク認識の確認、銘柄選定、証券会社に関する情報の提供、

業務管理体制の整備等

６．関係法令の施行（平成26年５月30日から１年以内） に合わせて、投資グループの

制度導入。

７．グリーンシート銘柄制度及びフェニックス銘柄制度の廃止に当たっての経過措置と

して、両制度とも、投資グループの制度導入後、３年間程度存置。
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プライマリー セカンダリー
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 取扱業者：証券会社、第一種少額電子募集取扱業者
 勧誘先：無限定
 勧誘手法：インターネットのみ（電話・対面等との併用不可）
 「少額」要件：有

第一種少額電子募集取扱業者…法令
証 券 会 社…自主規制

 第一種少額電子募集取扱業者の特例
（一部の行為規制緩和、業務制限）

 基本的に、通常の証券会社に適用される、現在の自主規制を適
用。

 加えて、株式投資型クラウドファンディングに係る自主規制として、
銘柄選定、投資者におけるリスク認識の確認、ウェブサイト上で
の投資者に対する情報提供、業務管理体制の整備等
※自主規制の詳細な内容は、法令上の規制の全貌が明らかと
なった後に検討。
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プライマリー場面においては、
 過去一定期間内に調達した資金の使途状況の確認。使途状

況に変更ある場合は、その情報の提供等の対応を求める。
 自社ホームページにおいて、募集等の取扱い等を行ってい

る旨及びその申込期間を、加えて表示
 「少額」要件：無

「非上場株式の取引制度等に関するﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ」
報告書 概要【新しい非上場株式取引制度のイメージ】

 取扱業者：証券会社
 勧誘先：自己申告（申出）により投資グループに加入する投資者のみ
 投資グループ外に対しては、自社ホームページにおいて、投資グループを組成・管理している非上場株式の発行者名の明示及び当該発

行者のホームページのトップページへのリンクの設置
 勧誘手法：無限定
 投資グループに加入する投資者からの請求に応じて、金融商品取引法又は会社法により発行者が作成する書類を提供。
 投資グループに係る自主規制として、投資者におけるリスク認識の確認、銘柄選定、証券会社に関する情報の提供、業務管理体制の整備等

株式投資型クラウドファンディングの後、
投資グループが組成される可能性あり

募集終了後も引き続き投資グループを組成し続けることを前提と

して、

 調達資金の使途状況を一定期間確認。

 当該使途状況に関する情報を投資グループに加入する投資者

に提供。
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【出典】「金融商品取引法等の一部を改正する法律（平成26年法律第44号）に係る説明資料」（平成２６年５月金融庁）
         (http://www.fsa.go.jp/common/diet/186/01/setsumei.pdf)より 4 




